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技術経営戦略としての技術スピルオーバの実証研究 
 

 
○中川 正広（科学技術振興機構）、渡辺 千仭（東京成徳大学） 

 
 
1. 序：知的資本の蓄積とスピルオーバ 
企業における技術開発の蓄積は、知的資本とし

て企業の業績や経済成長に大きな役割を果たし

ている。Solow は、1909 年から 1949 年までの米

国の経済成長を実証分析し、この間の生産性向上

の 87.5%が技術進歩に起因することを示した [1] 。
Kennedy は技術が資本や労働の代替となり、長期

的には技術イノベーションがその比率の均衡点

を決めることを明らかにした [2] 。また、Griliches
は、ある時点での知的資本は、陳腐化とタイムラ

グを考慮した過去の技術開発投資の総計から推

計されることを示した [3] 。技術スピルオーバに

ついても多くの研究がなされており、Jaffe は企業

の特許、利益と市場価値の実証分析からイノベー

ションには技術スピルオーバの効果も大きいこ

とを示した [4] 。Bernstain らは産業内の企業間

スピルオーバは研究開発投資および物的投資を

減少させる効果があるとしている [5] 。このほか

にも Goto ら、Nakanishi、Ornaghi は技術スピルオ

ーバの知的資本や経済への効果を示している [6] 
[7] [8] 。また、Hur ら、Watanabe らはスピルオー

バで獲得した技術の同化能力の重要性とその役

割りを示している [9] [10] [11] 。 
技術経営の視点から見れば知的資本は、量と出

所だけでなく活用のための戦略も重要である。

Nakagawa らは、1980 年から 2000 年代初頭の材料

技術のスピルオーバについて組織と技術領域の 2
面で分類した分析を行い、この期間にスピルオー

バは組織の面でも技術領域の面でも拡大しこと

を示した [12] [13] [14] 。これらの研究は、技術

スピルオーバ構造の変化をパラダイム変化の結

果として起こった事象として扱っているが、本研

究では、むしろパラダイムに適応しようとする技

術経営戦略のダイナミックな変化として捉える。

これは、パラダイム適応過程において必然的に生

じるバイアスの是正そのものであり、Kennedy [2] 
の bias induced innovation の考えと符合する。 

 本研究では、20 世紀最後の転換点であった

1991 年（バブル経済崩壊）と 21 世紀最初の転換

点 2001 年（IT バブル崩壊）を挟んだ期間につい

て戦略の変化を実証的に分析する。Nakagawa ら

は、このような変化に翻弄された代表的業種であ

る非鉄金属工業に注目して、その代表的企業たる

住友電工の 1980 年から 2004 年までの全特許出願

を事業部門別に分類し、事業部門別の技術ストッ

クを推計したi [14] 。図 1 に、特許出願件数から

推定した事業部門別の技術ストックを示す。 
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図 1. 事業部門別住友電工の技術ストックの推移

(1980-2004) . （ [14] より一部改変） 
 
図 1 は、1991 年と 2001 年に明瞭な転換点を示

している。前者は IT 技術を核とする新規事業の

技術ストックが従来からの電線・ケーブル事業を

追い越した時点、後者は 1990 年代後半に低下し

た新規事業の技術ストックが上昇に転じた時点

である。このように技術資本の蓄積は、パラダイ

ム変化の影響を大きく受けていることがわかる。 
 

2. 仮説：スピルオーバ戦略とパラダイム変化 
技術スピルオーバが技術経営上の戦略として

採用されたものとすれば、企業はそれぞれの時代

区分のパラダイムに最も適応した戦略を意図し

ていたと考えられる。工業化社会、情報化社会、

ポスト情報化社会の特性を考慮して次の 3 つの仮

説を置く。 
 
1. 1980 年-1990 年：工業化社会で製造技術が

企業の競争力の源泉であるため、企業は自

社での技術開発に努力し、外部へのスピル

オーバを防ぐ戦略をとる。 
 
2. 1991 年-2000 年：情報化社会となり、競争

力は製造技術よりは情報技術の活用に依存

する。経済低迷による研究開発費の選択と

集中を補う意味もあって企業間の提携によ

る技術スピルオーバを積極的に利用する戦

略をとる。 
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3. 2001 年-2007 年ii：企業は第 2 期、第 3 期科

学技術基本計画の支援やオープンイノベー

ションの機運に助けられ、外部の多様な知

識を経営に活用する戦略をとる。これは、

Prahalad & Krishnan [15] が、近著 The new 
age of innovation で、グローバル資源の活用

の重要性を示していることとも合致してい

る。 
 

3. 分析方法：技術スピルオーバ戦略の分析 
特許出願件数は知的資本の生産関数としてあ

らわされるが [14] 、技術進歩そのものというよ

りは、一つ一つの技術進歩の足跡である。特許出

願の明細書は、技術内容のほか発明者と所属機関、

発明の時期（出願日）などが記載された技術開発

の詳細な記録である。関連する多数の特許を技術

内容で分類・比較することで技術イノベーション

の足跡をたどることができる。この点は出願段階

のものも登録された特許も同様であるが、出願段

階のものはサンプル数が多い上に新規性の小さ

い発明（歩幅の小さい足跡）も含まれ、特許相互

の関連を把握しやすい利点がある。 
本研究では、化合物半導体の技術開発に焦点を

置いた。なぜなら、化合物半導体材料は情報通信

の基盤となる技術としてサービス技術や情報技

術と同様に現代を特徴づける技術である。なかで

も、GaAs は光通信や携帯電話などの情報通信機

器や、CD、DVD プレイヤーなどの情報家電に普

遍的に使われ、生活にかかせない材料である。ま

た、情報化社会になる前から研究されており、工

業化社会、情報化社会、ポスト情報化社会の 3 つ

のパラダイムを経験している。その上無償公開さ

れることが多いソフトウェア技術と異なり、ほと

んど必ず特許出願されるという利点がある。 
そこで、分析対象を、主要材料である GaAs の

最大手メーカ住友電工から出願された化合物半

導体の特許に絞った。まず、1980 年から 2007 年

までに住友電工から出願された化合物半導体材

料の特許出願 1,104 件について明細書を分析し、

出願番号、出願年月、発明者、扱われている主要

な材料、発明者と出願者をリストアップした。 
ついで、パラダイムの重要な転換点 1991 年と

2001 年で分析対象期間を分割し、主としてそれぞ

れ の 分 析 対 象 期 間 (1980-1990, 1991-2000, 
2001-2007)で最も特許出願の最も多い材料につい

て発明者と技術内容をトレースすることでスピ

ルオーバの経路を追った。 
 

4. 分析結果：技術スピルオーバ戦略の変遷 
表 1 に、各分析対象期間の材料別の 1 年あたり

特許出願数を示す。 

表 1 主要材料毎の 1 年あたり特許出願数 
 1980-1990 1991-2000 2001-2007 
GaAs 34.4 9.2 (-0.73) 8.4 (-0.08) 
ZnSe 0.7 7.2 (8.90) 2.0 (-0.72) 
GaN 0.0 0.8  25.0 (30.25)
括弧内は先行期間に対する増加率(%) 
 
表 1 に示すように、1980 年から 1990 年の期間

では GaAs、1991 年から 2000 年の期間では ZnSe、
2001 年から 2007 年では GaN（窒化物半導体）が

主要な材料であることがわかるので、これらの材

料を中心に分析を行った。 
 

4.1. 1980 年-1990 年の技術スピルオーバ戦略 
1980年から 1990年の期間に GaAs材料の特許

は、外部企業との共同出願が行われていないiii。

この期間のGaAs材料の特許出願 318件を詳細に

検討すると、GaAs で発明された技術が短期間の

うちに InP, GaSb, GaP, InAs, CdTe, InGaAs, 
AlGaAs という性質の類似した材料の開発にスピ

ルオーバしていることがわかる。とくに、IC 用

GaAs 基板(1985)、IC 用長尺 GaAs 基板(1988)お
よび高品質 InP 基板(1989)を生み出した VCZ 法
ivという技術につい詳細に分析すると、特定の研

究者がほぼ同時にGaAs, InAs, InP, GaP, CdTeの
5 種類の材料について VCZ 法を適用することで、

技術を普及しながら開発していることがわかる。

図 2 には、5 種類の材料に最初に適用された特許

出願と、技術が適用された製品を示す。 

特願昭59-11785

特願昭59-274692 特願昭60-33351

特願昭60-208285

特願昭63-14405

発明者: A, B, C, D

発明者: A, B, D
発明者: A, B,  D,  E

発明者: B, C, D

発明者: B,C

技術領域：VCZ

IC用GaAs 基板

(1985)
IC用長尺 GaAs 基板

(1988)
高品質InP基板

(1989)

一企業内SEI, 一技術領域内 VCZ technology, 類似材料間のスピルオーバ

研究者A, B, C, D, Eの5人で伝播

製品

GaAs (1984)

InAs (1984)
InP (1985)

GaP (1985)

CdTe (1987)

 
図 2. VCZ 技術の材料間のスピルオーバ. 

 
これは、GaAs について開発された特定の技術

が、特定の研究者によって類似した性質の他の材

料に適用されたことを示している。1989 年に発

売された高品質 InP 基板は IC 用 GaAs 技術から

の企業内・技術内スピルオーバの成功例といえる。

したがって、仮説 1 は確認された。 
 

4.2. 1990 年-2000 年の技術スピルオーバ戦略 
1991 年から 2000 年の間に研究された ZnSe は、

現在は製品として販売されていない。ZnSe に関す

る特許出願は、1980 年代の GaAs と同様に外部企
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業との共同出願がなく、スピルオーバは社内に限

られている。いいかえれば、技術経営の戦略は自

社内での技術開発を指向していたということが

できる。これは仮説 2 に反している。 
 

4.3. 2001 年以降の技術スピルオーバ戦略 
2001 年以降に開発された GaN に関わる主要製

品は DVD レーザ用 GaN 基板(2003)である。この

時期の特許出願の特徴は、外部企業との共同出願

が多いことである。住友電工は 2001 年から 2003
年の 3 年間に集中してソニーと 11 件、シャープ

と 7 件の共同出願を行っている。図 3 に、ソニー

との共同出願を含めた特許出願の技術的なスピ

ルオーバの関係を示す。 
 

ソニー

住友電工

技術領域：GaN基板技術領域: レーザ

(4)

(2)

(1)

(3)

(1) ソニーから住友電工、レーザ技術から基板技術への企業間・技術間スピルオーバ

(2) 住友電工内、基板技術内の企業内、技術内スピルオーバ

    　（企業間・技術間 スピルオーバ(1)によって誘発）

(3) 住友電工内、基板技術からレーザ技術への企業内・技術間スピルオーバ,
(4) ソニーから住友電工へのレーザ技術の企業間・技術内スピルオーバ

　　　（企業間・技術間スピルオーバ(1) と企業内・技術間スピルオーバ(3)の合成）

　　　特許出願

特願2001-162460
特願2001-29531など

　　　特許出願

特願2004-20078
特願2004-69658
特願2004-202399など

　　特許出願（共願）

特願2003-417113
特願2003-417114
特願2003--417115
特願2003 -417116など

 　特許出願

特願2004-163500
特願2005-114388
特願2006-8287
特願2006-146191など

発明者：玉村ほか（ソニー）

発明者：元木ほか
（住友電工）

発明者.元木、玉村ほか

（ソニー、住友電工）

発明者：中畑ほか（住友電工）

GaN
GaN

AlN, AlGaN, and AlGaInN

GaN

 
図 3. GaN 基板技術のスピルオーバ. 

 
図 3 では、ソニーとの共同出願特許を起点にし

て企業間・技術間スピルオーバ（1）、企業内・技

術内スピルオーバ（2）、企業内・技術内スピルオ

ーバ（3）そして（1）と（3）の合成として企業

間・技術内スピルオーバ（4）が確認され、技術

スピルオーバの経路も 2000 年以前に比べて複雑

になっている。DVD レーザ用 GaN 基板は異種産

業の企業が異種の技術を融合して成功した例で

ある。したがって仮説 3 は確認された。 
 
5. 技術経営戦略としてのスピルオーバ 
結果を簡単に整理すると、1980 年から 1990 年

の期間には自社開発による閉じたスピルオーバ

戦略が採用され、図 1 に示すように新規事業に対

する知的資本の蓄積が積極的に行われた。広田は、

住友電工の研究開発が成功した要因として企業

内ベンチャー制度など起業家精神を鼓舞する制

度と企業風土の存在を証明しているが [16] [17] 、
これらは工業化社会に適応した技術戦略であっ

たということができる。 
1991 年から 2000 年の期間には、企業間の提携

が認められず、仮説 2 は否定されたが、このこと

はさらに検討する必要がある。仮説 2 が否定され

た要因は、旧来のシステムに拘泥する組織の慣性

とされている [12] 。このほかに技術ストック低

下の要因としては、技術開発から製品発売までの

期間の長期化が考えられる。表 2 に 1980 年代、

90 年代、2000 年代初頭の新製品と、技術開発の

初期の特許出願を示す。 
 
表 2 主要製品の最初特許出願と販売の時期 

商品 最初の特許出願 販売 
GaAs IC 用基板 特願昭57-154334 

(1982) 
1985 

ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞ SAW ﾌｨﾙﾀ 特願昭62-220937
(1987) 

1999 

GaN レーザ用基板 特願平10-171276
(1998) 

2003 

 
もちろん研究開発だけで商品化はできないし、

ここにあげた例だけで断定できるものではない

が、表 2 は 1990 年代には 1980 年代に比べて研究

開発の期間が長期化した可能性を示している。 
いっぽう、他社の例で、仮説 2 が成立する例も

存在する。Watanabe ら [11] 、Matsumoto ら [18]
はキヤノンのプリンター開発のダイナミズムを

詳細に分析し、キヤノンが外部の PC メーカの技

術開発と市場開発を活用して成功したことを示

した。 
この例と比較すると 1991 年から 2000 年までの

10 年は、研究開発の企業戦略に沿った変革が求め

られたこともあって [19] 、企業ごとに技術経営

戦略に差異が現れ、それが開発期間や利益にも反

映した時代であるということができる。 
2001 年以降には、第 2 期、第 3 期科学技術基本

計画等の産官学の間の知識のスピルオーバを誘

発する科学技術政策が採られた。企業の戦略も外

部資源を積極的に活用して、イノベーションを目

指すようになった。図 3 からも、企業間・技術間

のスピルオーバ（1）が企業内・技術内スピルオ

ーバ（2）を誘発していることがわかるが、これ

は 2 種の異なるスピルオーバの相互誘発を示唆し

ている [13] [14] 。 
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6. 結論： 技術スピルオーバの変遷と展望 
6.1. スピルオーバ戦略についての新たな知見 
本分析によって得られた知見は： 

1980 年代には製造技術を競争力の源泉として秘匿

し、企業内で生まれた知的資本を企業内で活用する

戦略が成功した。 

1990 年代にはいち早く外部の知的資本を活用す

るか企業内の活用に拘泥するかの戦略の相違が成

長の明暗をわけた。 

2000 年代にはいってイノベーションを生態系として

捉え、多様な機関の間で知識の相互活用が企画・実

行された。 

これらの知見は、スピルオーバの範囲が時とともに

範囲を拡大してきたことを示している。 
 

6.2. イノベータのための政策含意 
これまで、技術スピルオーバの範囲が時代の変化

とともに拡大してきたことを考えれば、今後は、より多

様で広範な知識が求められるようになると考えられる。

企業一社だけでできることは限られており、イノベー

ションにはますます多様なパートナーの参加によって、

多様な知識のやりとりが不可欠となる。 

知識の獲得と社内技術との融合、そして社外での

普及・活用は内部での知識創造と同様に重要である。

このためには外部知識の獲得と内生化、内部での知

識創造、外部への知識普及の三要素を循環的に共

進させる技術経営が期待される。 

これまで、企業の技術開発は、研究開発部門独自

の方針によるものから、企業戦略に従うものへと変化

してきた。これからは、技術や企業という限られた範

囲だけでなく、産官学連携はもとより、より広く市場や

社会の知的資本を活用するスピルオーバ戦略が求

められる。 
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i Nakagawa らは事業部門別の技術ストックは次のように推計

した [14] 。1980 年から 2004 年までの住友電工全体の毎年の特

許出願件数を P, 研究開発投資を R とすると生産関数は 

( ) ( ) ( ) ( )
27.2,906.0.,16.0ln05.0ln84.056.0ln 2
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の関係がなりたつ。研究開発費Ｒはこの逆関数としてＰの関数と

して表され 
BAPR =  

ただし 
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これを 4 つの事業分野 ,4,3,2,1=j について 

AaA jj ≡ , ∑
=

=
4,3,2,1j
jPP , ∑

=

=
4,3,2,1j

jRR とすると各事業分

野ごとの研究開発費 Ri が推計できる。電線ケーブル(j=1)特殊金

属線(j=2)、粉末合金(j=3)、新規事業(j=4)の各分野について 
2.1,6.0,0.1,6.1 4321 ==== aaaa が得られる。 

ii IT バブル崩壊から金融危機（2001 年-2008 年）の期間とする

のが適当と考えられるが、特許の出願から公開まで 18 カ月の時

間遅れがあるため、現段階でデータが入手できる 2007 年までを

分析期間とした。 
iii 厳密に言えば、日本電信電話と共同出願が行われているが、

公共的な性格の強い企業なので、基礎研究の範疇にはいる技術で

あり、本研究では企業間の技術スピルオーバとしては扱わない。 
iv VCZ 法：住友電工で開発された化合物半導体製造技術の一つ。

詳細は省略する。 
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